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ついては 0.942 という値が得られた。政府による長期予測で使用されている税収弾性値 1.1
という値は、個別に税収予測を積み上げた結果とそれほどかわらないことがわかった。た
だし、国税と地方税には税収弾性値の格差が存在することも確認できた。国税の弾性値が























































































長率の推移を描いたものである。国税収入は、1976 年以降、バブル経済崩壊後の 1992 年
に税収が 58.1 兆円から 52.9 兆円へと 9.0 ％落ち込むまでは、右上がりに上昇を続けてき




どは大きくない。一方、この間の名目経済成長率は、1979 年に 8.8 ％でピークに達してい
る。これは、第 2 次石油ショックによる物価上昇を反映した「名目」経済成長の伸びで説
明できる。その後、名目経済成長率は落ち込むものの、4%前後をキープし、1988 年のバ
ブル全盛期に再び 7.7 ％のピークを迎える。1978 年の第 2 次石油ショックによる名目成長
率の上昇とその後の低下にもかかわらず、この間の国税収入、地方税収入の動きには、そ
れほど大きな影響はみられない。この理由は、1987 年、1988 年改正において、所得税の
累進税率表の大幅な緩和や課税最低限の引き上げといった減税や 1987 年から 1990 年にか- 3 -




バブル崩壊後の名目経済成長率は低下を続け、1992 年には 0.78 ％を記録している。そ
の後 1994 年に景気対策として行われた所得税定率減税などの政策の効果によって名目経
済成長率は一旦 2 ％近くまで回復するものの、 1997 年には 1.8 ％まで落ち込んでいる。 2002
年には 0.19 ％、2003 年には 1.1 ％と再び成長率は鈍化する。この間は、小泉構造改革や








































収入を推計する際に用いた名目経済成長率は、各年の SNA の確定値を利用した。1977 年
以降の税収については、前年の推計値をベースとして税収弾性値で推計したものとなって
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所得税の当初予算、 補正後予算、 決算額の推移をみたものである。 全体的な動きとしては、
図 1 でみた国税収入の動きと同様に、バブル期までの上昇トレンドとバブル崩壊以降の下
落トレンドがみられる。この間の所得税改正の推移については、表 1 にまとめている。バ
ブル崩壊以降の税制改正としては、村山内閣による定率減税(1994 年 20%、1995 年 15%)、





























税収の見積もりを行っている。たとえば、 「平成 19 年度税制改正の要綱 租税及び印紙収
課税所得 限界税率 給与収入 控除率 基礎控除 33万円
50万円以下 10.5% 165万円まで 40% 配偶者控除 33万円
50万円を超える金額 12 330〃 30 扶養控除 33万円
120〃 14 600〃 20
200〃 17 1,000〃 10
300〃 21 1,000万円超 5










課税所得 限界税率 基礎控除 33万円
150万円以下 10.5% 配偶者控除 38万円
150万円を超える金額 12 配偶者特別 11.25万円
200〃 16 控除








課税所得 限界税率 基礎控除 33万円
300万円以下 10% 配偶者控除 33万円
300万円を超える金額 20 配偶者特別 16.5万円
600〃 30 控除
1,000〃 40 扶養控除 33万円
2,000〃 50
5,000〃 60




300万円以下 10% 165万円まで 40% 配偶者控除 35万円
300万円を超える金額 20 330〃 30 配偶者特別 35万円
600〃 30 600〃 20 控除
1,000〃 40 1,000〃 10 扶養控除 35万円
2,000〃 50 1,000万円超 5
最低控除額 65万円
課税所得 限界税率 給与収入 控除率 基礎控除 38万円 定率減税 15%
330万円以下 10% 180万円まで 40% 配偶者控除 38万円 （95，96年) (5万円限
度)
330万円を超える金額 20 360〃 30 配偶者特別 38万円 定額減税 本人3.8万
円
900〃 30 660〃 20 控除 (1998年) 扶養1人当
たり1.9万
1,800〃 40 1,000〃 10 扶養控除 38万円
3,000〃 50 1,000万円超 5
最低控除額 65万円










330万円を超える金額 20 扶養控除 38万円
900〃 30
1,800〃 37
課税所得 限界税率 基礎控除 38万円
195万円以下 5% 配偶者控除 38万円


















限界税率表 給与所得控除 主な控除額- 7 -
入予算の説明」によると 2007（平成 19）年度の税収見積もりは、平成 19 年度政府経済見
















1976年 13,068 48,934 79%
1977年 14,968 51,518 78%
1978年 17,328 59,800 77%
1979年 21,919 70,625 76%
1980年 23,635 84,196 78%
1981年 24,091 96,396 80%
1982年 25,488 105,017 82%
1983年 26,782 110,668 81%
1984年 27,405 115,842 82%
1985年 28,811 125,080 81%
1986年 33,670 134,978 80%
1987年 41,827 134,481 77%
1988年 43,248 135,479 75%
1989年 53,637 153,645 72%
1990年 66,023 191,831 74%
1991年 65,752 209,501 78%
1992年 40,893 200,633 86%
1993年 42,594 200,993 85%
1994年 34,306 184,238 90%
1995年 34,647 171,093 88%
1996年 36,302 163,061 86%
1997年 35,013 171,626 89%
1998年 29,430 144,339 85%
1999年 26,110 142,928 93%
2000年 26,753 164,733 88%
2001年 25,697 170,840 96%
2002年 23,891 140,844 95%
2003年 23,709 130,609 94%
2004年 24,057 135,398 92%

































利子所得 配当所得 給与所得 事業所得 申告分（その他）- 9 -
ドとバブル崩壊後の下降トレンドがみられる。ただし、1997 年には、前年の 11 兆 8,368
億円から 13 兆 1,539 億円へと 1 兆 3,171 億円だけ税収が回復している。これは、1995 年、
1996 年の景気対策としての定率減税により、一時的に景気回復の兆しが見られたことに
よるものである。その後、1998 年以降は、1997 年 11 月の山一証券破綻など平成不況の深









2 . 1 . 2 法 人 税










































表 3 である。1981 年の法人税率の基本税率は留保分が 40 ％から 42 ％へ、配当分が 30 ％
から 32 ％へ引き上げられている。 1984 年には、 基本税率は留保分が 43.3 ％、 配当分が 33.3




1975 年 留保分 40% 配当分 30%
1981 年 留保分 42% 配当分 32%
1984 年 留保分 43.3% 配当分 33.3%
1986 年 法人の欠損金の繰越控除制度一部廃止
1987 年 留保分 42% 配当分 32% 欠損金の繰戻し・還付・繰越控除の復活
1989 年 留保分 40 ％ 配当分 35% 受取配当益金不算入割合の圧縮(90%へ)
1990 年 基本税率を 37.5 ％に統一 受取配当益金不算入割合の圧縮(80%へ)
1992 年 法人特別税の創設(1994 年まで)
















1982 年の法人税の税収は、前年の 88,225 億円から 91,346 億円へと増加している。この
間の名目経済成長率は、5 ％から 4 ％へと減速しているが、法人税率の引き上げが経済成









ぼ同様の動きをしている。ただし、この間には 1996 年に法人税の基本税率が 34.5%への





1985年 739,205 920,805 1,660,010 45% 55%
1986年 777,190 924,452 1,701,642 46% 54%
1987年 848,002 935,432 1,783,434 48% 52%
1988年 900,973 950,700 1,851,673 49% 51%
1989年 988,025 974,001 1,962,026 50% 50%
1990年 1,072,334 1,005,936 2,078,270 52% 48%
1991年 1,114,191 1,102,689 2,216,880 50% 50%
1992年 1,075,728 1,215,647 2,291,375 47% 53%
1993年 958,640 1,385,491 2,344,131 41% 59%
1994年 882,713 1,486,569 2,369,282 37% 63%
1995年 853,980 1,550,047 2,404,027 36% 64%
1996年 859,639 1,576,110 2,435,749 35% 65%
1997年 867,184 1,598,163 2,465,347 35% 65%
1998年 820,302 1,688,550 2,508,852 33% 67%
1999年 760,187 1,767,037 2,527,224 30% 70%
2000年 802,434 1,734,444 2,536,878 32% 68%
2001年 806,867 1,742,136 2,549,003 32% 68%
2002年 792,626 1,757,461 2,550,087 31% 69%
2003年 813,184 1,737,382 2,550,566 32% 68%
2004年 846,630 1,722,023 2,568,653 33% 67%














高いのは、100 万円未満から 5,000 万円以上の企業と 100 億円以上の企業である。100 万
円未満から 5,000 万円以上の企業と 100 億円以上の企業が、2005 年時点の企業数に占める
シェアは、それぞれ 98.6 ％と 1.4 ％である。
この表からは、資本金 100 億円以上の巨大企業のシェアは、1985 年時点での 35.4 ％か













1985年 33.2% 11.3% 3.4% 10.1% 6.6% 35.4%
1986年 32.8% 11.4% 3.2% 9.8% 6.1% 36.7%
1987年 35.3% 10.8% 3.0% 9.7% 5.6% 35.7%
1988年 33.9% 11.2% 3.3% 9.3% 5.5% 36.8%
1989年 35.9% 11.1% 3.3% 8.8% 5.0% 36.0%
1990年 37.4% 10.4% 2.7% 8.1% 4.3% 37.1%
1991年 38.4% 11.2% 2.9% 8.5% 4.6% 34.4%
1992年 39.2% 11.8% 2.9% 8.7% 4.8% 32.6%
1993年 38.0% 12.0% 2.8% 9.4% 5.1% 32.7%
1994年 40.2% 11.9% 3.3% 9.9% 5.3% 29.4%
1995年 37.5% 12.1% 3.5% 10.1% 5.5% 31.1%
1996年 35.9% 10.6% 2.5% 8.7% 4.8% 37.5%
1997年 36.0% 12.4% 3.1% 9.4% 5.2% 33.8%
1998年 31.9% 14.5% 2.9% 9.7% 5.0% 36.1%
1999年 34.8% 12.3% 3.0% 9.7% 5.1% 35.1%
2000年 33.5% 12.5% 3.4% 9.7% 5.2% 35.7%
2001年 33.1% 12.2% 3.5% 10.5% 5.4% 35.3%
2002年 37.5% 11.2% 3.0% 9.7% 4.8% 33.8%
2003年 35.0% 12.5% 3.0% 10.7% 4.8% 34.1%
2004年 34.8% 12.5% 3.5% 10.1% 4.7% 34.4%




















1985年 1987年 1989年 1991年 1993年 1995年 1997年 1999年 2001年 2003年 2005年
億円
100万円未満から5000万円以上 1億円以上 5億円以上 10億円以上 50億円以上 100億円以上- 14 -
出所）世界 GDP は、 『世界の統計（総務省） 』を利用し、日本の法人税収は『国税庁統計年報書』を利用
した。
図 7 世界 GDP と日本の法人税収の推移
近年、日本企業は、経済のグローバル化に伴い、海外直接投資を加速していると言われ
ている。企業の収益に占める海外部門の比率の上昇は、世界経済の動きと法人税収との関
連性と高めることになる。図 7 は、世界 GDP と日本の法人税収の動きを描いたものであ




移を描いたものである。消費税は 1989 年 4 月に税率 3%で導入された。1989 年から 1990
年にかけての消費税収の伸びは、初年度においては、1 月から 3 月までの税収がなかった
ことと、民間最終消費支出の伸びによるものである。その後の消費税収は、民間最終消費






































法人税収 世界GDP1)消費税法では、消費税の国税分の税率は 4 ％と規定されている。税率 1 ％相当分は地方消費税に充当
されている。
- 15 -
用上限が 5 億円から 4 億円に引き下げられ、限界控除制度の適用上限が 6,000 万円から
5,000 万円に引き下げられた。これは消費税の増収につながるが、消費税収をみるかぎり、
これらの改正による効果はそれほど大きくなかったことがわかる。1997 年に消費税収が
大幅に増加したのは、1997 年 4 月から消費税率が 5%に引き上げられたためである
1)。ま
た、1997 年には、中小企業への優遇措置である簡易課税制度の上限が 5 億円から 2 億円
へ引き下げられ、限界控除制度についても廃止された。これらの改正も消費税収を増加さ
せることにつながる。なお、消費税の導入時の 1989 年と税率引き上げ時の 1997 年の税収














税率 免税点 簡易課税 みなし仕入れ率 限界控除 仕入税額
適用上限 適用上限 上限適用 控除
1989 年 3% 3,000 万円 5 億円 90%、80%の 6,000 万円 帳簿方式
2 段階
1991 年 同上 同上 4 億円 90%、80%、 5,000 万円 同上
70%、60%の 4 段階
1997 年 5%（地方税 1%) 同上 2 億円 90%、80%、70%、 廃止 請求書等保
60%、50%の 5 段階 存方式
2003 年 同上 1,000 万円 5,000 万円 同上 同上
2.1.4 所得税、法人税、消費税以外の国税収入
表 7 国税収入とその内訳（2005 年）
出所） 『国税庁統計年報書』より作成。
国税収入に占める比率は、2008 年度当初予算では、所得税が 30 ％、法人税が 30 ％、




所 源 泉 分 27.0% 129,558
得 申 告 分 5.5% 26,301
税 計 32.5% 155,859
法 人 税 27.7% 132,736
相 続 税 3.3% 15,657
地 価 税 0.0% 2
消 費 税 22.1% 105,834
酒 税 3.3% 15,853
た ば こ 税 1.9% 8,867
揮 発 油 税 4.5% 21,676
石 油 ガ ス 税 0.0% 142
航 空 機 燃 料 税 0.2% 886
石 油 石 炭 税 1.0% 4,931
有価証券取引税 0.0% 0
自 動 車 重 量 税 1.6% 7,574
関 税 1.8% 8,857
と ん 税 0.0% 91
そ の 他 0.0% 0
印 紙 収 入 2.4% 11,688
租 税 収 入 100.0% 490,6543) 大幅な石油価格の下落による税収の落ち込みを防ぐために石油税は 1988 年以降、従価税から従量税
に変更されている。
- 17 -







図 9 は、揮発油税収の推移を描いたものである。2008 年現在、揮発油税は、揮発油（ガ
ソリン）を課税ベースとする従量税である。揮発油税収は 1976 年以降、1987 年まではほ































ごとに設定されていた。たとえば清酒の特級については 1kl について 57 万 600 円課税さ
れる従量税と移出価格または引き取り価格の 1.5 を乗じて課税される従価税の併用となっ
ていた。ウイスキーは税制改革前は特級、1 級、2 級とに分けられ従量税率も違っていた
が、級別課税制度の廃止に伴い、1kl につき 98 万 2,300 円に統一された。
出所） 『国税庁統計年報書』各年版より作成。
図 10 酒税の税収の推移






















課税数量 酒税税収5)平成 6 年度改正により、1994 年 5 月 1 日よりビールと発泡酒の税率が 1kl あたり 20 万 8400 円から 22
万 2,000 円へ引き上げられるなど、平年度ベースで 1340 億円の増税が実施された。
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く減少している。 これは、 酒税制度が大幅に簡素化されたことによるものである。 その後、
1990 年から 1993 年までは、ほぼ横ばいとなっているが、1994 年に酒税の増税により税収









には、前年の 2 兆 177 億円から 1 兆 9,180 億円へと一旦減少するが、1991 年には 2 兆 5,830
億円へと急増している。1991 年の税収の急増は、地価の上昇によって説明できる。その















が 1991 年に 4,000 万円＋ 800 万円×法定相続人に引き上げられ、1992 年に 4,800 万円＋












































につき 820 円が課税されている。なお、たばこには、国税だけでなく地方税として 1,000
本につき 4,372 円が課税されている。たばこ税の税収は、1985 年以降 1987 年までは、わ
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西暦
億円- 22 -
業団 （旧国鉄） 及び国有林野事業特別会計の負債を補うために創設されたものである。 2003








られる。2003 年に税収は、前年の 8,480 億円から 7,671 億円へと大きく減少している。こ
れは 2003 年の税制改革によって改革前においては税収の 4 分の 3 が国の一般財源であっ
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率を規定しており、2007 年 1 月時点で 7,022 の税率が設定されている。 「関税暫定措置法」
は、一定期間基本税率に代わって適用される暫定税率が定められており、常に基本税率に






















トンまでごとに 16 円、開港ごとに 1 年分を一時に納付する場合は、純トン数 1 トンまで
ごとに 48 円を納付することになっている。図では、1976 年以降、1980 年までは右上がり
































表 8 地方税収入の内訳（2008 年予算見込み額）
出所） 『平成 20 年度地方財政計画（総務省） 』より作成。
（億円） シェア （億円） シェア
63569 33.7% 101885 47.1%
ア個人均等割 597 0.3% ア個人均等
割 1786 0.8%
イ所得割 47666 25.3% イ所得割 71791 33.2%
ウ法人均等割 1419 0.8% ウ法人均等
割 4009 1.9%
エ法人税割 9551 5.1% エ法人税割 24299 11.2%
オ利子割 2307 1.2% 88862 41.1%
カ配当割 1103 0.6% ア土地 33895 15.7%
キ株式等譲渡
所得割 926 0.5% イ家屋 36977 17.1%
60399 32.1% ウ償却資産 17085 7.9%
ア個人 2135 1.1% エ交付金 905 0.4%
イ法人 58264 30.9% オ納付金 - -
25155 13.3% 1690 0.8%
4783 2.5% 8321 3.8%
2710 1.4% 18 0.0%
565 0.3% 15 0.0%
17148 9.1% 200791 92.8%
4 0.0% 0.0%
125 0.1% 259 0.1%
174458 92.6% 3190 1.5%
0.0% 12049 5.6%
4049 2.1% 15498 7.2%

























































定額税である。2008 年現在の法人税割の標準税率は、都道府県が 5%、市町村が 12.3%で

















同じ動きとなっている。この間に、法人税割の税率は、1981 年に道府県分 5.2 ％、市町村
分 12.1 ％から道府分県 5 ％、市町村分 12.3 ％へと改正されている。法人税均等割の税収
は、1976 年以降、1983 年まで徐々に増加し、1984 年に前年の 953 億円から 2,255 億円へ
と増大する。その後は 2005 年に至るまで増加幅は少ないものの増大傾向が見られる。こ
の間の法人税均等割は、1984 年に資本金・従業者数別の標準税率が 8,000 円から 80 万円
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年現在の税率は、 標準税率が 4%であるが、 特例として 2006 年 4 月 1 日から 2009 年 3 月 31

























事業税 前年名目経済成長率- 30 -
税収の推移は、バブル崩壊前の上昇トレンドとバブル崩壊後の下降トレンドがみられ、地
価指数の動きとの連動性がみられる。
出所） 『財政金融統計月報（租税特集） 』各年版および、 『公示地価（国土交通省） 』より作成。
図 22 不動産取得税と地価の推移
図 23 は、自動車取得税、自動車税の税収の推移を描いたものである。自動車取得税は、
自動車の取得の際にかかる従価税である。税率は 3%であるが、2003 年 4 月 1 日から 2008
年 3 月 31 日までについては自家用車が 5%、営業用及び軽自動車が 3%で課税される。自
動車税は、自動車の保有者に毎年かかる税であり、車種によって税額が異なる。2008 年
















































































取りの数量に課税される従量税である。軽油引取税の標準税率は、1kl につき 15,000 円だ
が、暫定税率部分が上乗せされている。図 24 に示されている税率は、標準税率に暫定税




































































































































































表 9 給与収入階級別の税額、所得控除総額：国税（2006 年）
人数 給 与 額 税額 所得控除総額
100 万円以下 0 0 0 0
200 〃 3,996,251 6,254,765 115,950 4,834,524
300 〃 6,035,822 15,264,653 432,104 10,452,706
400 〃 6,822,920 23,908,012 745,296 15,619,075
500 〃 5,742,160 25,731,143 861,856 15,950,789
600 〃 3,960,345 21,750,918 771,241 12,865,563
700 〃 2,696,596 17,475,496 654,055 9,995,517
800 〃 1,921,902 14,372,566 622,189 7,744,669
900 〃 1,282,580 10,879,878 570,887 5,456,835
1,000 〃 847,633 8,045,167 493,994 3,780,223
1,500 〃 1,548,270 18,302,767 1,502,887 7,287,777
2,000 〃 302,070 5,145,695 675,893 1,496,461
計 35,156,549 167,131,061 7,446,352 95,484,139





この累進度を示す指標としては、 以下に記している 2 種類の方法での推計を試みた。 第 1


















累進尺度1a 累進尺度1b 累進尺度2a 累進尺度2b
1976年 0.081 0.011585 0.262 0.000130
1977年 0.083 0.012230 0.259 0.000129
1978年 0.087 0.011628 0.259 0.000129
1979年 0.083 0.011504 0.259 0.000129
1980年 0.090 0.011280 0.271 0.000135
1981年 0.090 0.011638 0.271 0.000135
1982年 0.091 0.010852 0.271 0.000135
1983年 0.091 0.011221 0.270 0.000134
1984年 0.114 0.010986 0.252 0.000125
1985年 0.109 0.011080 0.252 0.000125
1986年 0.107 0.010073 0.252 0.000125
1987年 0.116 0.010862 0.244 0.000122
1988年 0.089 0.008477 0.226 0.000113
1989年 0.101 0.009424 0.225 0.000113
1990年 0.111 0.008941 0.225 0.000113
1991年 0.103 0.008795 0.225 0.000113
1992年 0.104 0.008679 0.225 0.000113
1993年 0.106 0.008815 0.225 0.000113
1994年 0.095 0.007229 0.225 0.000113
1995年 0.085 0.006955 0.177 0.000089
1996年 0.102 0.007505 0.177 0.000089
1997年 0.096 0.007238 0.177 0.000089
1998年 0.078 0.006292 0.177 0.000089
1999年 0.099 0.007126 0.177 0.000089
2000年 0.076 0.006249 0.177 0.000089
2001年 0.079 0.006353 0.177 0.000089
2002年 0.074 0.006153 0.177 0.000089
2003年 0.074 0.006192 0.177 0.000089
2004年 0.082 0.006306 0.177 0.000089
2005年 0.082 0.006252 0.177 0.000089





13)定率減税ダミーは、1998 年から 2005 年の期間について定数ダミーを使用した。ただし、1998 年は定
率減税ではなく、定額減税が実施されているものの、本稿では単純化のために同様に扱っている。
- 40 -
階級毎の人員をウェイトとした加重最小二乗法を使用した。累進尺度 2a は、第 2 の手法
にもとづき税法より収入毎の税額を計算し、(1)式の租税関数におけるβの値を求めたも
のであり、累進尺度 2b は第 2 の手法にもとづき税法より収入毎の税額を計算し、(2)式の
租税関数におけるβの値を求めたものである
12)。
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給与収入（万円）
税負担額（万円）
2006年 2008年14)財務省の課税最低限には、夫婦子供 2 人の場合は子供の 1 人は特定扶養親族が含まれる。たとえば
2008 年現在は 325 万円となっている。なお、特定扶養控除については 1989 年以降については子供の 1
人は特定扶養親族とし、1999 年については子供の 1 人は特定扶養控除親族とし、もう 1 人は 16 歳未満
であるという仮定が採られている。
- 41 -










+1.106ln（給与総額)－ 0.173ln（減税ダミー) － 3.316








R ＝ 0.943 2
D.W.＝ 1.465 (4)
ln(源泉給与所得税収)＝ 0.836ln(累進尺度 2a)－ 0.568ln(財務省課税最低限)
（3.741） (－ 2.484)
+1.865ln(給与総額)－ 0.161ln(減税ダミー)－ 14.383
(13.914） (－ 3.635) （－ 9.379）
R ＝ 0.967 2
D.W.＝ 1.678 (5)- 42 -
ln(源泉給与所得税収)＝ 0.822ln(累進尺度 2b) － 0.585ln(財務省課税最低限)
（3.813） (－ 2.617)
+1.860ln(給与総額)－ 0.158ln(減税ダミー)－ 7.966
(13.965） (－ 3.585) （－ 3.702）
R ＝ 0.968 2
D.W.＝ 1.696 (6)
推計期間は、 1976 年から 2005 年である。 ただし、 R
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推計値 決算値- 43 -
を利用することにした。(5)式での理論値と決算額を比較したものが図 27 である。
次に源泉所得税のうち利子所得税収についての推計をおこなう。利子所得については、
少額貯蓄非課税制度（マル優）廃止と、税率 20 ％の一律分離課税が 1988 年 4 月 1 日以降
に支払いを受け取る利子所得から実施されている。利子所得税の税収関数の推計期間は、
















































れているので、これを説明変数として使用した。推計期間は、1976 年から 2005 年までで
ある。具体的な推計結果は
ln(その他の所得税収税収)＝ 0.737ln(累進尺度 2b) － 1.246ln(所得控除総額)
（1.776） (－ 2.351)
+2.055ln(申告所得総額)－ 0.218(定率減税ダミー)+6.181
(5.081） (－ 1.936) （2.599）
R ＝ 0.835 D.W.＝ 1.420 (8) 216)財務省型の実効税率は、 と定義される。分母に事業税率が加えられる
のは、事業税が損金算入されるためである。なお、法人税率は 1989 年までは留保分と配当分によって異
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られる。推計期間は 1976 年から 2005 年である。
ln(法人税収)＝ 1.204ln(実効税率)+0.892ln(法人所得)－ 3.892 R
2 ＝ 0.920
（6.817） (18.062) （－ 4.050) D.W.＝ 1.386 (9)
ただし、R
2 は、自由度修正済み決定係数、D.W.はダービン・ワトソン比である。この




1976年 33.0 40.0 30.0 11.4
1977年 33.0 40.0 30.0 11.4
1978年 33.0 40.0 30.0 11.4
1979年 33.0 40.0 30.0 11.4
1980年 33.0 40.0 30.0 11.4
1981年 34.8 42.0 32.0 11.4
1982年 34.8 42.0 32.0 11.4
1983年 34.8 42.0 32.0 11.4
1984年 36.0 43.3 33.3 11.4
1985年 36.0 43.3 33.3 11.4
1986年 36.0 43.3 33.3 11.4
1987年 34.8 42.0 32.0 11.4
1988年 34.8 42.0 32.0 11.4







































う。まず、(10)式は、バブル崩壊前の 1976 年から 1991 年の期間について税収関数を推計
したものである。
ln(法人税収)＝ 1.047ln(実効税率)+0.940ln(法人所得)－ 3.930 R
2 ＝ 0.945
（1.230） (14.238) （－ 1.412) D.W.＝ 1.559 (10)
ただし、R
2 は、自由度修正済み決定係数、D.W.はダービン・ワトソン比である。次に、
バブル崩壊後の 1992 年から 2005 年までの期間について推計したものが
ln(法人税収)＝ 1.081ln(実効税率)+0.365ln(法人所得)＋ 3.301 R
2 ＝ 0.776














するものの 2005 年時点で 70 兆円と依然として高水準となっていることがわかる。バブル
期以降の不良債権処理の過程では、とりわけ不動産業と銀行での納税額の減少が指摘され- 48 -
ている。そこで、不動産業と金融保険業の税収の推移だけを取り出してみたものが図 31
である。この図からは金融保険業についてバブル景気である 1986 年から 1990 年に税収が
大幅に伸びていることがわかる。バブル崩壊以降ではピーク時である 1989 年の 2.9 兆円
























考えられる。中村（1999）によると、SNA の住宅投資は、まず、 『建設統計月報（国土交通省） 』より得
られる民間住宅投資と公的住宅投資の工事予定金額を進捗転換によって推計が行われる。得られた推計
値から公的住宅投資を除いた値が民間住宅投資になる。 『建設統計月報』では居住専用と居住産業併用住








































（11.992） (45.936) (－ 2.419)
R
2 ＝ 0.998 D.W.＝ 1.729 (12)
ただし、R
2 は、自由度修正済み決定係数、D.W.はダービン・ワトソン比である。推計










民 間 最 終 消費税収 実効税率 (民間最終消 消費税収の
消 費 支 出 (億円) 費支出＋住宅 伸び率
＋ 住 宅 投 投資)の伸び
資(10億円) 率
1989 年 241195 32699 1.4%
1990 年 259597 46227 1.8% 7.6% 41.4%
1991 年 270453 49763 1.8% 4.2% 7.6%
1992 年 280612 52409 1.9% 3.8% 5.3%
1993 年 288148 55865 1.9% 2.7% 6.6%
1994 年 292930 56315 1.9% 1.7% 0.8%
1995 年 295581 57901 2.0% 0.9% 2.8%
1996 年 305456 60568 2.0% 3.3% 4.6%
1997 年 306205 101117 3.3% 0.2% 66.9%
1998 年 301326 126248 4.2% -1.6% 24.9%
1999 年 303195 129264 4.3% 0.6% 2.4%
2000 年 302906 123503 4.1% -0.1% -4.5%
2001 年 301820 122416 4.1% -0.4% -0.9%
2002 年 300275 122360 4.1% -0.5% 0.0%
2003 年 299181 121064 4.0% -0.4% -1.1%
2004 年 303192 129899 4.3% 1.3% 7.3%















とめたように、消費税の税制改正は、1991 年、1997 年、2003 年におこなわれている。こ








税収の推移でみたように、相続税の税収は 1990 年代後半には 2 兆円弱あったものが減
少傾向にあり、2005 年には１兆 6,904 億円まで減少している。この減少は、相続税の減税
と地価・株価の下落によるものと考えられる。相続税の税収関数の推計にあたっては、累
進税率表の効果と課税最低限の効果を考えることが重要である。特に、相続税の課税最低
限は、2008 年現在、基礎控除が 5,000 万円、法定相続人一人あたりの控除が 1,000 万円と
非常に高くなっており、2005 年の死亡者数に占める課税件数の割合は 4.2%にすぎない。- 52 -
その一方で、相続税の税収は累進税率表の影響で一部の資産家の納税が占める比率が高く
なっている。表 13 には、相続税の課税階級別の納税額とそのシェアが示されている。こ
の表によると、被相続人のシェアでは 1.37%にすぎない 10 億円超、20 億円以下の階級に
属する納付税額のシェアが 16.48 ％にも達している。
表 13 相続税の課税階級別の課税状況（2005 年）
課税価格階級 課税価格 平均課税 被相続人 被相続人の 納付税額 納付税額の 平均納付
価格 の数 シェア シェア 税額
百万円 万円 人 ％ 百万円 ％ 万円
１ 億 円以 下 783,423 8,451 9,270 20.53 10,697 0.93 115
１ 億 円 超 3,028,566 14,000 21,632 47.91 115,888 10.06 536
２ 億 円 〃 1,644,161 24,243 6,782 15.02 129,488 11.24 1,909
３ 億 円 〃 1,670,300 37,807 4,418 9.78 211,026 18.32 4,777
５ 億 円 〃 864,561 58,456 1,479 3.28 141,935 12.32 9,597
７ 億 円 〃 641,602 82,681 776 1.72 124,889 10.84 16,094
10 億 円 〃 821,359 133,121 617 1.37 189,817 16.48 30,765
20 億 円 〃 238,525 238,525 100 0.22 69,313 6.02 69,313
30 億 円 〃 179,635 359,270 50 0.11 50,992 4.43 101,984
50 億 円 〃 84,623 604,450 14 0.03 23,932 2.08 170,943
70 億 円 〃 57,782 825,457 7 0.02 22,347 1.94 319,243
100 億 円 〃 155,544 2,222,057 7 0.02 61,756 5.36 882,229









２ (14)- 53 -
の 2 つの租税関数から得られる係数βを累進尺度として説明変数に使用した。なお、この
租税関数の推計に際しては階級毎の被相続人数をウェイトとした加重最小二乗法を適用し




1976 年 0.311 0.00000418
1977 年 0.309 0.00000390
1978 年 0.312 0.00003920
1979 年 0.323 0.00000392
1980 年 0.296 0.00000414
1981 年 0.277 0.00000306
1982 年 0.282 0.00000324
1983 年 0.277 0.00000310
1984 年 0.274 0.00000290
1985 年 0.292 0.00000303
1986 年 0.280 0.00000297
1987 年 0.323 0.00000269
1988 年 0.321 0.00000303
1989 年 0.344 0.00000166
1990 年 0.357 0.00000152
1991 年 0.351 0.00000164
1992 年 0.367 0.00000161
1993 年 0.283 0.00000088
1994 年 0.318 0.00000096
1995 年 0.280 0.00000096
1996 年 0.274 0.00000090
1997 年 0.302 0.00000095
1998 年 0.278 0.00000096
1999 年 0.268 0.00000099
2000 年 0.280 0.00000084
2001 年 0.216 0.00000103
2002 年 0.250 0.00000104
2003 年 0.285 0.00000100
2004 年 0.279 0.00005892




（33.516） （5.529） （7.540） D.W.=1.231
ln(相続税収)＝ 1.071ln（課税価格)＋ 0.008ln(累進尺度 2)＋ 1.959 R
2=0.947 (16)
（18.507） （0.188） （3.607） D.W.=0.198- 54 -






























年から 2005 年 とした。
具体的な推計結果は以下の通りである。
ln(たばこ税収)＝ 0.738ln(紙巻たばこ販売本数)+1.043ln(たばこ税込平均価格)－ 1.727
（7.766） (16.099) (－ 1.625)
R
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推計値 決算値- 56 -




1976 年から 1978 年 36500 円／ kl
1979 年から 1992 年 45600 円／ kl
1993 年から 2005 年 48600 円／ kl
出所） 『財政金融統計月報（租税特集） 』各年版より作成。
揮発油税の税収関数には、課税ベースとしての揮発油課税数量と暫定税率込みの税額を
採用し、以下のような推計式を用いた。推計期間は 1976 年から 2005 年である。















ln(揮発油税収)＝ 0.457ln(揮発油課税数量)+1.090ln(1kl あたりの税額)－ 6.851
（5.025） (4.453) (-3.412)
R






輪車を除く）が 2,500 円/0.5 トン（車両重量あたり）/年 、乗用車以外（例：トラックな
どの貨物車）が 2,500 円/1 トン（車両総重量あたり）/年 、軽自動車 2,500 円/1 台あたり/
年、二輪自動車が 1,500 円/1 台あたり/年とされているが、揮発油税と同様に、道路特定
財源としての暫定税率が上乗せされている。税収関数の説明変数には、乗用車＋貨物車台
数、軽自動車台数、バス車台数と定数項を使用した。税率を説明変数として使用しなかっ
たのは、推計期間とした 1976 年から 2005 年の間に税率の改正が実施されていなかったた
めである。自動車登録台数については、 『軽三・四輪車および全自動車保有台数の年別・








＋ 0.902ln(バス車台数)－ 20.503 R ＝ 0.984 2
（1.829） （－ 4.005） D.W.＝ 1.375 (19)- 58 -




































































2003 年に発泡酒について麦芽 25 ％以上については 1kl あたり 152,700 円から 178,125 円
へ、麦芽 25 ％未満については 1kl あたり 105,000 円から 134,250 円へ増税された。この酒
税の改正の後、第 3 のビールとよばれる原料に麦芽を用いないアルコール飲料が発売され
た。第 3 のビールが販売数量を伸ばしているのに応じて 2006 年に第 3 のビールについて
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図 36 は、ビールの税収シェアの推移を描いたものである。この図からは 1994 年のピーク






















＋ 0.494ln(ウイスキー消費量)＋ 0.034ln(雑酒消費量)＋ 1.941
(6.336) (2.679) (3.387)
R
2 ＝ 0.915 D.W.＝ 1.632 (20)
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ビール 発泡酒 リキュール類- 62 -
図 38 酒税の推計値と決算値
⑥石油ガス税、航空機燃料税・石油石炭税の推計
石油ガス税は自動車用石油ガスに課税される。税率は 1kg あたり 17.5 円（1 ℓあたり 9.8
円）となっている。2003 年から 2008 年まで半分は国の道路特定財源、半分は都道府県と
指定市の道路特定財源として譲与されている。石油ガス税の推計として『国税庁統計年報
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推計値 決算値- 63 -
図 39 石油ガス税の推計値と決算値
石油石炭税は原油および輸入石油製品、ガス状炭化水素並びに石炭に課税される。税率
は原油及び石油製品は 1kl につき 2,040 円、天然ガス、石油ガスは 1 トンにつき 1,080 円、




ln(石油石炭税収)＝ 0.002ln(燃料油)＋ 2597.083 R
2 ＝ 0.005 (22)
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⑦とん税の推計
とん税の課税ベースは外国貿易船の純トン数に応じるとされている。税率については、
従量税であり、入港ごとに納付する場合は、純トン数 1 トンまでごとに 16 円、1 年分を
一括納付する場合は、純トン数 1 トンまでごとに 48 円となっている。この税率は、推計
期間について改正はおこなわれていない。そこで説明変数には純トン数を用いることにし
た。純トン数のデータには、 『財政金融統計月報(関税特集)』の「船舶 ・ 航空機の入港
状況」の外国貿易船の外国籍のデータを利用した。推計期間は、1976 年から 2005 年まで
である。推計結果は(23)式のようになった。この推計式では、決定係数がよくないために
将来税収の予測には使用しなかった。















から 2005 年における単身者の給与収入 200 万円から 2,000 万円まで 10 万円刻みで税法に
従い、それぞれの個人住民税の税額を求め、その給与収入と税額の関係から線形の租税関
数を推計し、その限界税率を各年の税率変数とすることにした。課税最低限の代理変数に












































＋ 2.128ln(平均限界実効税率)－ 0.001(定率減税ダミー)－ 2.728
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事業税に関しては、2004 年 4 月から部分的な外形標準化が実施されている。具体的に
は課税ベースのうち、4 分の 1 は外形標準課税、4 分の 3 は所得課税のままとされた。外
形標準化される部分は、1991 から 1999 年の平均税収（大法人分）の 4 分の 1 （約 5,100
億円分）である。外形標準には、付加価値割と資本割が採用された。この外形標準化の対
象は、資本金 1 億円を超える法人だけである。資本金等 1 億円超の法人に対する事業税の
税率は、表 19 に示した通りである。





年 400 万円以下 3.8 ％
年 400 万円超 800 万円以下 5.5 ％








られる。 そこで、 本稿での暫定的なシミュレーションにおいては、 将来の事業税の税収は、















名目経済成 名目賃金上 物価上昇率 15 歳 以 上 長期金利 一定
長率 昇率 人口成長率
国税 所 得 税 （ そ 所得税（源 たばこ税 たばこ税 所得税（利 航空機燃料税
の他） 泉 給 与 所 得 酒税 子所得税） とん税





地方税 事業税 個 人 住 民 税 個 人 住 民 税 個人住民税 法人住民税
不 動 産 取 得 （所得割） （均等割） (利子割) （均等割）
税 自動車税 軽油引取税
































名 目 経 済 CPI 実質賃金 長期金利
成長率 上昇率
2008 年 2.1% 1.5% 0.8% 2.8%
2009 年 2.2% 1.8% 0.7% 3.3%
2010 年 2.1% 1.9% 0.3% 3.6%
2011 年 2.2% 1.8% 0.4% 3.7%
2012 年以降 2.2% 1.8% 0.0% 3.7%
出所)『社会保障の給付と負担の見通し－平成 18 年 5 月－(厚生労働省)』と『構造改革と
経済財政の中期展望－ 2005 年度改定参考試算(内閣府)』より作成。- 70 -
名目経済成長率、賃金上昇率などの値については、政府の予測値を外生的に与えること











による累進税率表の改正の影響を考慮する必要がある。表 22 は、2006 年度改正による所
得税の税率表の改正内容をまとめたものである。この表のように、個人住民税の均一税率
化にともない、所得税の累進税率表の段階数が増加している。
表 22 2006 年度税制改正による所得税・個人住民税の税率表
改革前 改革後
課税所得 限界税率 課税所得 限界税率
330 万円以下の金額 10% 195 万円以下の金額 5%
所 900 万円以下の金額 20% 330 万円以下の金額 10%
得 1,800 万円以下の金額 30% 695 万円以下の金額 20%
税 1,800 万円超の金額 37% 900 万円以下の金額 23%
1,800 万円以下の金額 33%
1,800 万円超の金額 40%
個 200 万円以下の金額 5%
人 700 万円以下の金額 10% 10%の均一税率






2006 年以降の給与所得総額については、表 21 の名目賃金上昇率の想定にもとづき推計し- 71 -
た。
2007 年以降の所得税の累進尺度 2b は、以下のようにして求めた。まず、夫婦子供 2 人
を想定した世帯主の給与収入 200 万円から 10 万円刻みで 2,000 万円までの所得税負担額
をすべて計算する。2007 年以降の累進尺度は、各給与所得別の所得税負担額を被説明変
数とし、説明変数に各給与所得を用いた最小二乗法によって求めることができる。
ln（所得税負担額）＝ 0.0000929080ln（給与収入 ）－ 16.956 2
（181.511） （－ 18.404）
R ＝ 0.994 (25) 2
この式の右辺における給与収入の係数である 0.0000929080 が 2007 年以降の累進尺度と
なる。この値は、表 10 に掲載している税源移譲前の 2005 年の数字、0.000089 より高くな
っていることがわかる。税源移譲に伴い所得税は最低税率部分が 10 ％から 5 ％へ引き下
げされる一方で、最高税率が 37 ％から 40 ％へ引き上げられるなど、累進度が強化された
ことがわかる。
次に、個人住民税についての 2007 年以降の平均限界税率については、以下のようにし





R ＝ 0.996 (26) 2
この式の給与収入の係数である 0.092 が将来予測を行う場合の税収関数における税率変




2006 年税制改正後と 2006 年税制改正が実施されなかった場合について描いたものであ- 72 -
る。所得税の予測値は、(6)式の給与所得税の税収関数、(7)式の利子所得税収の税収関
数、(8)式のその他の所得税税収関数を用いた予測値に、配当所得税収、譲渡所得税収を




















2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年
兆円
所得税(改革前) 所得税(改革後) 住民税(改革前) 住民税(改革後)26)税額の計算においては、基礎控除、配偶者控除、扶養控除だけでなく、老年者控除、老年寡婦控除、
障害者控除など、税務統計に記載されている所得控除の情報をすべて利用した。なお、2007 年度の所得
階級別の平均所得は、2006 年度の税務統計での平均所得を、2007 年の実質賃金上昇率-0.78 ％を用いて
推計した。実質賃金上昇率は『財政金融統計月報（国内経済特集）2008 年版』を利用した。名目賃金上

























ステップ 1 2007 年度の所得階級別の平均所得に税法を適用し、 階級別平均税額を計算
27)。28)医療保険と介護保険の保険料率には政府管掌健康保険の保険料率を使用した。政府管掌健康保険の介
護保険料率は、平成 20 年 3 月分以降の保険料から、1.13%となり、医療保険の保険料率 8.2 ％と併せて
9.33%となる。








ステップ 3 階級別税収額を合計し、2007 年度のモデル上の税収額を推計。
ステップ 4 モデル上の税収額と現実の税収額から調整係数を算出。
ステップ 5 2008 年以降の各年の所得分布を一定の経済想定にもとづき推計。














































2006年 2008年 2010年 2012年 2014年 2016年 2018年 2020年 2022年 2024年 2026年 2028年 2030年
兆円
所得税 個人住民税 所得税（決算・補正・予算)








ln（所得税収）＝ 1.562ln（名目 GDP）+12.105 (27)
（103.777） （2586.004） R ＝ 0.998 2
ln（個人住民税収）＝ 1.449ln（名目 GDP）+11.333 (28)
（114.736） （2884.569） R ＝ 0.998 2
という結果が得られる。この推計式の名目 GDP の係数が税収弾性値である。次に、三位
一体改革後の税収予測値では、
ln（所得税収）＝ 1.791ln（名目 GDP）+11.950 (29)
（109.213） （2342.570） R ＝ 0.998 2
ln（個人住民税収）＝ 1.024ln（名目 GDP）+11.722 (30)











少低下している。たとえば、藤田(1972)は 1954 年の上半期から 1965 年の上半期までのデ
ータを用いて税収の所得弾性値を計測し、所得税は約 2.2、法人税は 1.4 であるとしてい
る





























































2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年
兆円
予測値 弾性値1.1- 80 -






税収弾性値は、1.070、国税については 1.154、地方税については 0.942 という値が得られ
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